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千円

千円

千円

建 設 改 良 工 事

千円

千円

平方メートルほか

上 屋 倉 庫 事 業

ア 稼 動 施 設 数

イ 利 用 状 況

大 阪 港 埋 立 事 業

造 成 工 事

荷 役 機 械 事 業

基

棟

議 案 第 70 号

（総　則）

港 湾 施 設 提 供 事 業

ウ 建 設 改 良 工 事

ウ

イ 利 用 状 況

ア 稼 動 施 設 数

第 条 平成31年度大阪市港営事業会計の予算は、次に定めるところによる。　

平成31年度大阪市港営事業会計予算

（業務の予定量）

第 条 業務の予定量は、次のとおりとする。　
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第 項 予 備 費

（収益的収入及び支出）

第 項

第 項

第 款

第 項

収　　　　　 入

第 項

千円
第 項

港湾施設提供事業収益

営 業 収 益

千円

合 計

支　　　　　 出

第 項

第 項 営 業 収 益

第 款 大阪港埋立事業収益

よる損失251,228千円の財源にあてるため、企業債141,000千円を借り入れる。

第 項

千円
港湾施設提供事業費用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

第 款

第 項

第 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、特別損失中災害に

千円

第 項 予 備 費

営 業 外 収 益

第 項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

特 別 損 失

合 計

営 業 外 収 益

特 別 利 益

第 項

第 款 大阪港埋立事業費用
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第 項

大阪港埋立事業収入

第 項

第 項

第 款

第 項 固定資産売却代金

企 業 債

雑 収 入

第 款

第 項

第 項

企 業 債

雑 収 入

第 項

第 項

支　　　　　 出

千円

合 計

千円

千円
建 設 改 良 費

埋 立 事 業 費

繰 替 金

企 業 債 償 還 金

港湾施設提供事業費

第 項 企 業 債 償 還 金

第 項 企 業 債 諸 費

第 款 大 阪 港 埋 立 事 業 費

（資本的収入及び支出）

支出額に対し不足する額 千円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額

13,140千円及び損益勘定留保資金 13,871,185千円で補てんするものとする。）。

第 条

港湾施設提供事業収入

収　　　　　 入

第 款
千円

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

合 計

第 項

第 項 国 庫 補 助 金
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夢 洲 地 区 基 盤 整 備

夢 洲 地 区 埋 立 工 事

事 項

合 計

北港テクノポート線建設工事

港 湾 施 設 等 補 修 工 事

一時借入金の限度額は、 千円と定める。

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

　る。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 条

第 条

たな卸資産の購入限度額は、300,000千円と定める。

資金について、

起債の目的

港 湾 施 設 提 供 事 業

で借り入れる体との共同発

年 ％以内

大 阪 港 埋 立 事 業

千円

起債の方法

普通貸借又は

利 率限 度 額

（企業債）

おいて借り替えるこ

証券発行（他

（一時借入金）

該見直し後の

利率）

ら据置期間を含め、

未償還額の範囲内に

（ただし、利

率見直し方式

おいては、当

を行った後に

ただし、本期間中に

年以内に償還する。

利率の見直し

合 計

（債務負担行為）

第 条

第 条

期 間

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

平成 年度 千円

限 度 額

償還の方法

の地方公共団

（たな卸資産の購入限度額）

第 条

起債年度の翌年度か

行を含む。)。

とができる。

消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用
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処分の態様

重要な資産の処分は、次のとおりとする。

土 地 大 阪 港

平方メートル

名 称種 類

埋 立 造 成 地

大阪市長　　吉　　村　　洋　　文　　　

平成 年 月 日提出

数 量

処分する資産 売払い

第10条

（重要な資産の処分）

荷 さ ば き 地 売払い

平方メートル

土 地
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上屋倉庫事業及び
災害復旧事業に対
する国庫補助金

国 庫 補 助 金

営 業 収 益

営 業 外 収 益

荷役機械収益

上屋倉庫収益

平成31年度大阪市港営事業会計予算実施計画

款 備　　　　考

千円

収 入

項 予 　定　 額目

港湾施設提供
事 業 収 益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

営 業 収 益

荷役機械使用料

上屋倉庫使用料等

雑 収 益

固定資産の売却益

上記以外の営業外
収益

そ の 他
特 別 利 益

固 定 資 産
売 却 益

大 阪 港 埋 立
事 業 収 益

特 別 利 益

固定資産の売却に
伴う長期前受金の
戻入

土地売却収益 埋立土地売却収益

埋立土地等賃貸料

営 業 外 収 益

そ の 他
営 業 収 益

土地賃貸料収益

売却地の建設発生
土受入

受 取 利 息
及 び 配 当 金

長期前受金の戻入
長 期 前 受 金
戻 入

貸付金利息及び配
当金
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款 項 目 予 　定　 額

上記以外の営業外
収益

雑 収 益

計

千円

備　　　　考
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大 阪 港 埋 立
事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

支 払 利 息
及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

企業債及び借入金
の利息並びに企業
債発行等の手数料
及び取扱諸費

土地売却原価

予 備 費

予 備 費

備　　　　考

雑 支 出

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

千円
港湾施設提供
事 業 費 用

荷 役 機 械
運 営 費

支 出

項 目 予 　定　 額款

営 業 費 用

荷役機械の管理運
営に要する費用

固定資産の減価償
却費

企業債発行差金の
償却

固定資産の除却費

一般管理に要する
経費

上屋倉庫の管理運
営に要する費用

納付税額

埋立土地売却原価

上記以外の営業外
費用

上 屋 倉 庫
運 営 費

繰延勘定償却

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

一 般 管 理 費

特 別 損 失

固 定 資 産
売 却 損

固定資産の売却損

災 害 に よ る
損 失

災害復旧事業費
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災害復旧事業費

固定資産の減価償
却費

上記以外の営業外
費用

一般会計への負担
金

企業債発行差金の
償却

備　　　　考

企業債及び借入金
の利息並びに企業
債発行等の手数料
及び取扱諸費

千円

減 価 償 却 費

繰延勘定償却

目 予 　定　 額

営 業 外 費 用

支 払 利 息
及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

予 備 費

雑 支 出

一 般 会 計
繰 出 金

計

予 備 費

災 害 に よ る
損 失

款 項

特 別 損 失
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企 業 債

雑 収 入

上屋倉庫の整備及
び資本費平準化に
要する資金に充て
るために起こす企
業債

土砂搬入業務分担
金等

固定資産の売却代

大阪港埋立事業に
要する資金に充て
るために起こす企
業債

基金の運用益

国 庫 補 助 金

災 害 復 旧
事業費補助金

災害復旧事業に対
する国庫補助金

雑 収 入

雑 収
上屋倉庫整備にか
かる事業者負担金

蓄積基金収入

上 屋 倉 庫
整 備 資 金

大 阪 港 埋 立
事 業 収 入

埋立事業資金

計

雑 収

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

目 予 　定　 額

企 業 債

千円

款

収 入

項

港 湾 施 設 提 供
事 業 収 入

備　　　　考

災害復旧事業費

固定資産の減価償
却費

上記以外の営業外
費用

一般会計への負担
金

企業債発行差金の
償却

備　　　　考

企業債及び借入金
の利息並びに企業
債発行等の手数料
及び取扱諸費

千円

減 価 償 却 費

繰延勘定償却

目 予 　定　 額

営 業 外 費 用

支 払 利 息
及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

予 備 費

雑 支 出

一 般 会 計
繰 出 金

計

予 備 費

災 害 に よ る
損 失

款 項

特 別 損 失
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企業債償還金

埋 立 事 業 費

支 出

企業債及び借入金
の利息並びに企業
債発行等の手数料
及び取扱諸費

企業債の元金償還
金

大阪港埋立関連事
業に要する経費

大阪港振興基金へ
蓄積

関 連 事 業 費

土 地 造 成 費
大阪港埋立事業に
要する経費

基 金 へ 繰 出

企 業 債 諸 費

企業債の元金償還
金

計

港 湾 施 設 提 供
事 業 費

千円

建 設 改 良 費

企業債償還金

企業債償還金

繰 替 金

企 業 債 諸 費

荷 役 機 械
整 備 費

上 屋 倉 庫
整 備 費

企業債償還金

上屋倉庫の建設改
良に要する経費

備　　　　考

荷役機械の建設改
良に要する経費

大 阪 港 埋 立
事 業 費

款 項 目 予 　定　 額
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平成31年度大阪市港営事業予定キャッシュ・フロー計算書

資金期末残高

資金増加額（又は減少額） △

資金期首残高

　投資活動によるキャッシュ・フロー

　業務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー △

　リース債務の返済による支出 △

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　基金への繰出しによる支出 △

　基金からの繰入れによる収入

　工事負担金による収入

　国庫補助金等による収入

　有形固定資産の売却による収入

　無形固定資産の取得による支出 △

　有形固定資産の取得による支出 △

△

投資活動によるキャッシュ・フロー

　利息の支払額 △

　利息及び配当金の受取額

　小計 △

　その他 △

　未収金の増減額（△は増加）

　繰延年賦売却損益の増減額（△は減少） △

　有形固定資産売却損益（△は益） △

　土地造成勘定の増減額（△は増加） △

　支払利息

　受取利息及び受取配当金 △

　その他特別利益 △

　長期前受金戻入額

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　有形固定資産除却費

　繰延勘定償却

（平成 年 月 日から平成 年 月 日まで）

区　　　　　　　 　　  　　分 当 年 度 予 定 額

　減価償却費

業務活動によるキャッシュ・フロー
千円

　当年度純利益

△

　その他の企業債による収入

　預り金の増減額（△は減少） △

　未払金の増減額（△は減少）
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給 与 費

　（1）総　　括

区　　　　　 　　分 職 員 数
給 与

本 年 度
人 千円 千円

報 酬 給 料

損 益 勘 定 支 弁 職 員

前 年 度 損 益 勘 定 支 弁 職 員

比　　　　　 　　較 △ △

超 過 勤 務
手 当

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当

千円 千円 千円 千円

職 員 手 当 本 年 度

の 内 訳 前 年 度

比 較 △ △
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△ △

千円 千円 千円 千円 千円

特殊勤務手当 退 職 手 当 住 居 手 当
手 当 手 当

△

期 末 勤 勉 夜 間 勤 務

△ △ △

共 済 費 災害補償費 合 計
職 員 手 当 計

千円 千円 千円

明 細 書

費

千円 千円
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千円 千円

　（2）給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

給 料 △ 給与改定に伴う

昇給に伴う増加

給与改定の状況

増加分 　前年度給与の改定率　0.11％

分

その他の増減分 △ 予算計上人員

　　　本年度 90人

　　　前年度 91人

　　　増　減 △ 1人

職員手当 △ 給与改定に伴う 期末勤勉手当

増加分 　支給月数の増　0.05月

分

その他の増減分 △

退職手当の増減 △ 早期退職者の減等
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平均給料月額
円 円

　(3) 給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員 人当たり給与

区 分 行 政 職 技能労務職

平均給与月額
円 円

年 月 日現在

平 均 年 齢
歳 月 歳 月

平均給料月額
円 円

年 月 日現在

平 均 年 齢
歳 月 歳 月

平均給与月額
円 円

　　　イ　初　任　給

国 の 制 度
区 分 行 政 職 技能労務職

行政(一) 行政(二)
円

高 校 卒

大 学 卒

円 円 円
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　　　ウ　級別職員数

区　　　　　分
行 政 職 技 能 労 務 職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

4　級 3　級

3　級 2　級

年 月 日現在 2　級 1　級

1　級

1　級

計 計

担 当 係 長行　 政　 職 係 員

　　　（級別の標準的な職務内容）

区　　　  分 4　級 3　級 2　級
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　　　エ　期末手当・勤勉手当

支給期別支給率
区 分

支給率計

前 年 度

職制上の段階、職務の級
等による加算措置月(月分) 月(月分) (月分)

本 年 度 有

有

比 較
(△
△

有

（注）（　）内は、再任用職員の標準的な支給率である。

　　　オ　定年退職に係る退職手当

国 の 制 度

区 分
年勤続

の者
年勤続

の者
年勤続

の者
最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支 給 率

国 の 制 度
支 給 率

　　　カ  地 域 手 当

支 給 対 象 地 域 大 阪 市

支 給 率 ％

支給対象職員数 人

国の指定基準に
％

基 づ く 支 給 率
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夢 洲 地 区 埋 立 工 事 － －
千円 千円

（議決済分）

事　　　　　　　　　　項 限　 度 　額

年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

期 間 金 額

合　　　　　　　　　　計

北 港 テ ク ノ ポ ー ト 線 建 設 工 事 － －

港 湾 施 設 等 補 修 工 事 － －

夢 洲 地 区 基 盤 整 備 － －

夢 洲 地 区 埋 立 工 事 － －
千円 千円

期 間 金 額

債 務 負 担 行 為

（新規提出分）

事　　　　　　　　　　項 限　 度 　額

年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額



（ 15 ）

年度～ 年度
千円 千円 千円

年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

期 間 金 額 企 業 債 そ の 他

年 度

年 度

年 度

年 度
千円 千円 千円

左 の 財 源 内 訳

期 間 金 額 企 業 債 そ の 他

に 関 す る 調 書

年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額
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当 年 度 純 利 益 3,197,341,954円

前 年 度 繰 越 欠 損 金 147,358,775,221円

当年度未処理欠損金 144,161,433,267円

当 年 度 純 利 益

計 計

特 別 損 失 特 別 利 益

予 備 費

経 常 利 益

雑 支 出

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

受 取 利 息
及 び 配 当 金

繰 延 勘 定 償 却 長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

一 般 会 計 繰 出 金 雑 収 益

減 価 償 却 費

営 業 利 益

土 地 売 却 原 価 土 地 売 却 収 益

一 般 管 理 費 土 地 賃 貸 料 収 益

大阪港埋立事業収益

営 業 費 用 営 業 収 益

雑 支 出

予 備 費

大阪港埋立事業費用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

国 庫 補 助 金

繰 延 勘 定 償 却 雑 収 益

上 屋 倉 庫 運 営 費 上 屋 倉 庫 収 益

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

収　　　　　益 金　　　　　額

千円 千円

荷 役 機 械 運 営 費 荷 役 機 械 収 益

そ の 他 営 業 収 益

平成31年度大阪市港営事業予定損益計算書

自 平 成 年 月 日

至 平 成 年 月 日

港湾施設提供事業費用 港湾施設提供事業収益

営 業 費 用 営 業 収 益

費　　　　　用 金　　　　　額

平成31年度大阪市港営事業予定貸借対照表

平 成 年 月 日

借　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

有 形 固 定 資 産 企 業 債

土 地 リ ー ス 債 務

円 円

固 定 資 産 固 定 負 債

機 械 及 び 装 置 長 期 未 払 金

船 舶 そ の 他 固 定 負 債

建 物 引 当 金

繰 延 年 賦
売 却 損 益

構 築 物

リ ー ス 資 産 リ ー ス 債 務

建 設 仮 勘 定 未 払 金

車 両 運 搬 具 流 動 負 債

工 具 、 器 具
及 び 備 品

企 業 債

減 価 償 却
累 計 額

△ 引 当 金

無 形 固 定 資 産 預 り 金

ソ フ ト ウ ェ ア 繰 延 収 益

リ ー ス 資 産 長 期 前 受 金

投資その他の資産 収 益 化 累 計 額 △

基 金 資 本 金

出 資 金 剰 余 金 △

土 地 年 賦
未 収 金

資 本 剰 余 金

完 成 土 地 国 庫 補 助 金

未 成 土 地 工 事 負 担 金

そ の 他 投 資 再 評 価 積 立 金

土 地 造 成 勘 定
受 贈 財 産
評 価 額

未 収 金
当 年 度 未 処 理
欠 損 金

△

貸 倒 引 当 金 △

流 動 資 産
そ の 他 資 本
剰 余 金

現 金 ・ 預 金 欠 損 金 △

計

繰 延 勘 定

企 業 債 発 行 差 金

計

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産
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平成31年度大阪市港営事業予定貸借対照表

平 成 年 月 日

借　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

有 形 固 定 資 産 企 業 債

土 地 リ ー ス 債 務

円 円

固 定 資 産 固 定 負 債

機 械 及 び 装 置 長 期 未 払 金

船 舶 そ の 他 固 定 負 債

建 物 引 当 金

繰 延 年 賦
売 却 損 益

構 築 物

リ ー ス 資 産 リ ー ス 債 務

建 設 仮 勘 定 未 払 金

車 両 運 搬 具 流 動 負 債

工 具 、 器 具
及 び 備 品

企 業 債

減 価 償 却
累 計 額

△ 引 当 金

無 形 固 定 資 産 預 り 金

ソ フ ト ウ ェ ア 繰 延 収 益

リ ー ス 資 産 長 期 前 受 金

投資その他の資産 収 益 化 累 計 額 △

基 金 資 本 金

出 資 金 剰 余 金 △

土 地 年 賦
未 収 金

資 本 剰 余 金

完 成 土 地 国 庫 補 助 金

未 成 土 地 工 事 負 担 金

そ の 他 投 資 再 評 価 積 立 金

土 地 造 成 勘 定
受 贈 財 産
評 価 額

未 収 金
当 年 度 未 処 理
欠 損 金

△

貸 倒 引 当 金 △

流 動 資 産
そ の 他 資 本
剰 余 金

現 金 ・ 預 金 欠 損 金 △

計

繰 延 勘 定

企 業 債 発 行 差 金

計

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産
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当 年 度 純 利 益 3,659,927,099円

前 年 度 繰 越 欠 損 金 151,018,702,320円

当年度未処理欠損金 147,358,775,221円

当 年 度 純 利 益

計 計

特 別 損 失 特 別 利 益

経 常 利 益

一 般 会 計 繰 出 金 引 当 金 戻 入

雑 支 出 雑 収 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

受 取 利 息
及 び 配 当 金

繰 延 勘 定 償 却 長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

営 業 利 益

一 般 管 理 費 土 地 賃 貸 料 収 益

減 価 償 却 費 そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用 営 業 収 益

土 地 売 却 原 価 土 地 売 却 収 益

雑 支 出

大阪港埋立事業費用 大阪港埋立事業収益

雑 収 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

国 庫 補 助 金

繰 延 勘 定 償 却 引 当 金 戻 入

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

荷 役 機 械 運 営 費 荷 役 機 械 収 益

上 屋 倉 庫 運 営 費 上 屋 倉 庫 収 益

港湾施設提供事業費用 港湾施設提供事業収益

営 業 費 用 営 業 収 益

費　　　　　用 金　　　　　額 収　　　　　益 金　　　　　額

千円 千円

平成30年度大阪市港営事業予定損益計算書

自 平 成 年 月 日

至 平 成 年 月 日

土 地 リ ー ス 債 務

円 円

固 定 資 産 固 定 負 債

平成30年度大阪市港営事業予定貸借対照表

平 成 年 月 日

借　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

有 形 固 定 資 産 企 業 債

機 械 及 び 装 置 長 期 未 払 金

船 舶 そ の 他 固 定 負 債

建 物 引 当 金

繰 延 年 賦
売 却 損 益

構 築 物

車 両 運 搬 具 流 動 負 債

工 具 、 器 具
及 び 備 品

企 業 債

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 債 務

減 価 償 却
累 計 額

△

未 払 金

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

引 当 金

ソ フ ト ウ ェ ア

預 り 金

リ ー ス 資 産

繰 延 収 益

投資その他の資産

長 期 前 受 金

基 金

収 益 化 累 計 額 △

出 資 金

資 本 金

土 地 年 賦
未 収 金

剰 余 金 △

そ の 他 投 資

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

未 成 土 地

国 庫 補 助 金

流 動 資 産

工 事 負 担 金

土 地 造 成 勘 定
受 贈 財 産
評 価 額

完 成 土 地

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

貸 倒 引 当 金 △

△

そ の 他 資 本
剰 余 金

現 金 ・ 預 金

未 収 金

欠 損 金 △

計

繰 延 勘 定

企 業 債 発 行 差 金

計

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産
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土 地 リ ー ス 債 務

円 円

固 定 資 産 固 定 負 債

平成30年度大阪市港営事業予定貸借対照表

平 成 年 月 日

借　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　方

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

有 形 固 定 資 産 企 業 債

機 械 及 び 装 置 長 期 未 払 金

船 舶 そ の 他 固 定 負 債

建 物 引 当 金

繰 延 年 賦
売 却 損 益

構 築 物

車 両 運 搬 具 流 動 負 債

工 具 、 器 具
及 び 備 品

企 業 債

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 債 務

減 価 償 却
累 計 額

△

未 払 金

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

引 当 金

ソ フ ト ウ ェ ア

預 り 金

リ ー ス 資 産

繰 延 収 益

投資その他の資産

長 期 前 受 金

基 金

収 益 化 累 計 額 △

出 資 金

資 本 金

土 地 年 賦
未 収 金

剰 余 金 △

そ の 他 投 資

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

未 成 土 地

国 庫 補 助 金

流 動 資 産

工 事 負 担 金

土 地 造 成 勘 定
受 贈 財 産
評 価 額

完 成 土 地

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

貸 倒 引 当 金 △

△

そ の 他 資 本
剰 余 金

現 金 ・ 預 金

未 収 金

欠 損 金 △

計

繰 延 勘 定

企 業 債 発 行 差 金

計

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産
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　　 個別法による低価法（貸借対照表の価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

会計書類に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

1．出資金及び基金の評価基準及び評価方法
　 　移動平均法による原価法

2．たな卸資産の評価基準及び評価方法

   貯蔵品
　 　先入先出法による原価法

   完成土地及び未成土地

1. 重要な会計方針

　   車両運搬具  ４～５年
　   船舶 　 　８年
　   工具、器具及び備品  ２～20年

　   機械及び装置  ５～50年

　 の方法により算定。）

固定資産の減価償却の方法

1．有形固定資産（リース資産を除く）

   減価償却の方法
     定額法

   主な耐用年数
　   建物  ６～50年
　   構築物  10～60年

　   　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

2．無形固定資産（リース資産を除く）

   減価償却の方法
　   定額法

   主な耐用年数
　   ソフトウェア     ５年
　   地上権     ５年

3．リース資産

   減価償却の方法
　   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

引当金の計上方法

1．退職給付引当金
　 職員の退職手当の支給に備えるため、各年度の退職手当の期末要支給額に相当
 する金額を計上している。

2．賞与引当金
　 職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、各年度末における支給見込額に
 基づき、各年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を計上している。
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特 別 利 益

(単位：千円）

合計大阪港埋立事業港湾施設提供事業

港湾施設提供事業

大 阪 港 埋 立 事 業

事 業 区 分

 咲洲、舞洲、鶴浜及び夢洲地区の港湾関連用地及び都市機能用地等の造成

 荷役機械及び上屋倉庫の提供

事　業　の　内　容

 見込額を計上している。

3．貸倒引当金
　 債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
 り、破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

 つを報告セグメントとしている。

 　なお、貸倒実績率については、期首の未収金残高に占める不納欠損額の割合の
 直近３年間の平均を用いている。

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

1．消費税等の会計処理
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

(1)報告セグメントの概要
　 港営事業会計は、港湾施設提供事業及び大阪港埋立事業を運営しており、各事業
 で運営方針等を決定していることから、港湾施設提供事業及び大阪港埋立事業の２

3. セグメント情報の開示

2. 予定キャッシュ・フロー計算書

(1)重要な非資金取引
　 新たに計上するファイナンス・リース取引に係る資産の額は、10,014,000円、負
 債の額は、11,015,400円である。

 　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

(2)報告セグメントごとの営業収益等
   平成30年度(自　平成30年４月１日　至　平成31年３月31日)

減 価 償 却 費

特 別 損 失

営 業 収 益

営 業 費 用

セ グ メ ン ト 負 債

セ グ メ ン ト 資 産

経 常 損 益

営 業 損 益

そ の 他 の 項 目

有形固定資産及び
無形固定資産の増加
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長期リース債務 千円 千円

計 千円 千円

平成30年度 平成31年度
（平成31年３月31日） （平成32年３月31日）

短期リース債務 千円 千円

(単位：千円）

港湾施設提供事業 大阪港埋立事業 合計

営 業 収 益

   平成31年度(自　平成31年４月１日　至　平成32年３月31日)

(1)リース取引の処理方法
リース料総額が３百万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の

 売買取引に準じた会計処理によっている。

 る。

(1)退職給付引当金の取崩し
平成 年度において、退職手当として 千円を支給するため、退職給付引当

 金38,356千円を使用する。

(2)長期継続契約にかかるリース債務
通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の

うち、地方自治法第 条の３に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額であ

5. その他

リース料総額が３百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃
 貸借取引に準じた会計処理によっている。

セ グ メ ン ト 負 債

そ の 他 の 項 目

減 価 償 却 費

経 常 損 益

セ グ メ ン ト 資 産

営 業 費 用

営 業 損 益

4. リース契約により使用する固定資産

特 別 利 益

有形固定資産及び
無形固定資産の増加

特 別 損 失


